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福岡県介護保険広域連合 
第１０期 介護保険事業計画策定支援等業務 

委託仕様書 
 

 

Ⅰ 第１０期介護保険事業計画策定支援等業務 

本業務は、第１０期事業計画策定支援を行うとともに、第９期事業計画検証（令和８年度分）を

併せて実施するものである。 

 

１ 事業実績等の把握・分析 

⑴ 第９期事業計画検証（令和８年度分運営状況報告書作成） 

令和６年度・令和７年度の事業計画検証結果との整合性に配慮しつつ、令和８年度分の第９

期事業計画検証作業として以下の分析を行う。 

各種分析結果については、構成市町村に高齢者保健福祉計画等の基礎資料としての提供を

行うため、市町村での利用に資するよう、グラフ等見やすいレイアウトにするなど十分配慮す

ること。 

① 介護保険給付実績等基礎データ分析 

広域連合が提供する下記の基礎データ（令和８年度分）について、四半期ごとに、広域連

合全体・支部・構成市町村単位で集計・分析を行う。 

・人口、認定者数 

・サービス給付実績（介護給付・予防給付） 

・地域支援事業実績 

② 介護予防等施策実施状況分析 

構成市町村における介護予防等関連施策の実施状況（令和８年度分）について、状況把握

のための調査等を企画・実施し、広域連合全体・支部・構成市町村単位で集計・分析を行う。 

③ 報告書の作成 

上記分析結果を集約した「令和８年度介護保険事業計画運営状況報告書」の原稿データを

作成する。 

併せて、広域連合が提供する前年度（令和７年度分）報告書の印刷製本を行う。 

 

⑵ 第９期事業計画（令和６年度～令和８年度）の検証と総括 

① 介護保険給付実績等の評価・検証 

主に下記の第９期事業計画値について、実績値と比較しその差異の要因分析等を行い、評

価・検証を行う。 

評価・検証に当たっては、広域連合全体・支部・構成市町村単位での分析はもとより、全

国・福岡県等との比較検証が行えるよう十分配慮すること。 

・人口、認定者数 

・サービス給付実績（介護給付・予防給付） 

・地域支援事業実績 
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② 関連施策の評価・検証 

主に下記の第９期事業計画における各種施策の取組状況を把握し、評価・検証を行う。 

評価・検証に当たっては、広域連合本部・支部・構成市町村での取組状況を適切に把握・検

証できるよう十分配慮すること。 

・地域支援事業 

・自立支援、重度化防止関連施策 

・介護給付適正化関連施策 

・その他広域連合の独自施策 

⑶ 各種関連調査結果の整理・分析と第１０期事業計画への反映 

① 介護予防・日常生活圏域ニーズ調査（高齢者生活アンケート） 

広域連合で実施済の当該調査（令和６年度～令和８年度）について、３か年分データでの

集計・分析を行い、第１０期事業計画の事業量推計や施策立案に反映する。 

分析に当たっては、広域連合全体・支部・構成市町村単位での分析はもとより、可能な限

り厚生労働省「地域包括ケア『見える化』システム」等を活用し、全国・福岡県等との比較

検証が行えるよう十分配慮すること。    

② 在宅介護実態調査 

広域連合で今年度実施する当該調査について、集計・分析を行い、第１０期事業計画の事

業量推計や施策立案に反映する。 

分析に当たっては、厚生労働省「在宅介護実態調査実施のための手引き」に基づき、本手

引きの趣旨に即した分析が行えるよう十分配慮すること。 

③ 在宅生活改善調査 

福岡県が令和７年度に実施した当該調査（事業所調査・ケアマネジャーに対する利用者調

査）について、集計・分析を行い、第１０期事業計画の事業量推計や施策立案に反映する。 

分析に当たっては、厚生労働省「介護保険事業計画における施策反映のための手引き」に

基づき、本手引きの趣旨に即した分析が行えるよう十分配慮すること。 

④ 施設等基盤整備ニーズ調査 

広域連合で今年度実施する当該調査について、集計・分析を行い、第１０期事業計画の事

業量推計や施策立案に反映すること。 

⑤ 介護人材実態把握及び介護人材推計 

広域連合で令和６年度に実施した各職能団体ヒアリングの結果及び介護人材需給推計の

結果を集計し、国等の調査結果資料との比較・分析を行ったうえで、第１０期事業計画の事

業量推計や施策立案に反映する。 

分析に当たっては、厚生労働省「介護保険事業計画における施策反映のための手引き」に

基づき、本手引きの趣旨に即した分析が行えるよう十分配慮すること。 

⑥ 介護予防効果分析 

「Ⅱ 介護予防効果分析業務」の結果について、第１０期事業計画の事業量推計や施策立

案に反映する。 
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２ 事業量・保険料推計 

⑴ 事業量推計 

「1事業実績等の把握・分析業務」の結果を基に、2040年までの中長期及び第１０期計画期

間中の人口・認定者数・サービス別（地域支援事業を含む）事業量について、広域連合全体・

支部・構成市町村単位で推計を行う。 

推計作業は、厚生労働省「地域包括ケア『見える化』システム」等を用いて行うが、当該シ

ステムでは広域連合の状況に対応できない場合、別途独自のプログラムを作成して推計を行

うこと。 

推計結果については、構成市町村の高齢者保健福祉計画等の基礎資料として提供を行うた

め、市町村での利用に資するよう、見やすいレイアウトとなるよう十分配慮すること。 

併せて、事業量推計に係る国・県への報告資料の作成を行うこと。 

⑵ 保険料推計 

「（1）事業量推計」の結果を基に、第１０期計画期間における第１号被保険者保険料につい

て、広域連合全体・支部・構成市町村単位及び保険料グループ別に推計を行う。 

推計作業は、厚生労働省「地域包括ケア『見える化』システム」等を用いて行うが、当該シ

ステムでは広域連合の状況に対応できない場合、別途独自のプログラムを作成して推計を行

うこと。 

併せて、保険料推計に係る国・県への報告資料の作成を行うこと。 

※事業量・保険料推計に当たっては、今後国から示される基本方針（第１０期）に対応する

とともに、関係各所との調整スケジュールに応じた推計作業を迅速かつ的確に行える即

応体制を整えること。 

 

３ 第１０期事業計画書の作成 

⑴ 事業計画書の作成 

「1事業実績等の把握・分析」「2事業量・保険料推計」の結果及び策定委員会での意見等を

踏まえ、第１０期事業計画書を作成する。 

作成に当たっては、第１０期基本指針（介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施を確保す

るための基本的な指針）、保険者機能強化推進交付金等評価指標等に適切に対応したものとな

るよう十分配慮すること。 

作成に当たっては、住民にとって見やすいものとなるよう、デザイン・レイアウト等に十分

配慮すること。使用するイラストは全て書き起こしのオリジナルイラストとすること。 

⑵ 事業計画概要版の作成 

介護保険制度利用ガイドブックを兼ねた第１０期事業計画概要版（住民周知用パンフレッ

ト「みんなで支える介護保険」）の原稿を作成する。 

作成に当たっては、住民にとって見やすいものとなるよう、デザイン・レイアウト等に十分

配慮すること。使用するイラストは全て書き起こしのオリジナルイラストとすること。 

⑶ ホームページ用コンテンツデータの作成 

広域連合の指示に基づき、事業計画書・概要版等のデータを活用したホームページ用コンテ

ンツデータを作成する。 
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４ 事業計画策定委員会の運営支援 

広域連合が開催する事業計画策定委員会の資料作成（事前協議用内部資料を含む）、会議出席、

議事録（逐語録）作成を行う。 

会議開催回数：１０回程度（令和８年６～１２月）   

※令和９年１月議会報告のため、令和８年１２月末までに策定委員会から答申を得る。 

 

５ 最終成果品 
 

成果品 仕様 

事業計画書 A４版・フルカラー・１２０頁程度・３００部 

  〃   原稿データ 上記の原稿データ（イラスト含む） 一式 

事業計画書概要版原稿データ 
A４版・フルカラー・４０頁程度の原稿データ（イラスト含む） 一式 
※印刷製本含まず 

HP用コンテンツデータ HP用コンテンツデータ（イラスト含む） 一式 

令和７年度運営状況報告書 A４版・１色刷・１００頁程度・１５０部 
※前年度分報告書の印刷製本のみ（広域連合から原稿データ提供） 

その他関連データ その他計画策定に係る各種データ 一式 
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Ⅱ 介護予防効果分析業務 

本業務は、令和８年度における介護予防事業の効果を把握・分析し、第１０期事業計画に適切

に反映すること等を目的として実施するものである。 

１ 現状把握調査 

⑴ 令和８年度分調査の実施 

広域連合が平成２１年度から独自に実施している介護予防効果測定調査との整合性に配慮

しつつ、必要な調査等を企画・実施し、集計・分析・報告書原稿データ作成を行う。 

調査結果は広域連合全体・支部・構成市町村単位で集計・分析を行う。 

併せて、広域連合が提供する前年度（令和７年度）分報告書の印刷製本を行う。 

⑵ 第１０期事業計画への結果反映 

広域連合が保有する過去の当該調査結果データについて、給付実績等との突合等による追

加集計等を行い、介護予防事業参加者・非参加者での要介護認定者出現率の比較を行うなど、

介護予防効果の長期的視点での評価・検証を行い、第１０期事業計画の事業量推計や施策立案

に反映する。 

⑶ 第１０期事業計画期間における介護予防効果測定手法の提案 

第１０期基本指針等を踏まえ、令和９年度以降の介護予防効果分析のための現状把握調査

等の手法・内容について提案を行う。 

２ 最終成果品 
 

成果品 仕様 

令和７年度調査報告書 
A４版・フルカラー・１００頁程度・１５０部 
※前年度分報告書の印刷製本のみ（広域連合から原稿データ提
供） 

令和８年度調査報告書原稿データ 
A４版・フルカラー・１００頁程度の原稿データ 一式 
※印刷製本含まず 

令和９年度調査提案書 提案書データ 一式 

その他関連データ その他計画策定に係る各種データ 一式 

 


